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社会保障審議会介護保険部会「介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会」 

中間とりまとめを踏まえた対応について（その２） 

 

介護保険制度の運営につきましては、平素より種々御尽力をいただき、厚く御礼申し上げます。 

 令和元年８月に社会保障審議会介護保険部会の下に「介護分野の文書に係る負担軽減に関する専

門委員会」（以下「専門委員会」という。）が設置され、自治体関係者の参画も得て、令和元年 12月

４日に中間とりまとめが行われました。（別添参照） 

 同中間とりまとめにおいて今後の取組としていた事項のうち、令和２年度に専門委員会で検討し

た対応方針を下記の通りお示しいたしますので、貴職におかれましては、本通知を踏まえた適切な

対応を図られるとともに、管内市町村（特別区を含む。）、関係団体等に対し周知をお願いいたしま

す。 

 なお、この通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245条の４第１項の規定に基づく技

術的な助言として発出するものです。 

 

記 

 

第一 今般お示しする対応方針 

１．変更届に関する取扱い 

（１）運営規程等に記載する従業員の「員数」の取扱い 

運営規程や重要事項説明書に記載する従業員の「員数」は日々変わりうるものであるため、業

務負担軽減等の観点から、介護サービス事業者が規程を定めるに当たっては、指定基準において

置くべきとされている員数を満たす範囲において、「○人以上」と記載することも差し支えない

こととする。 

   実人数を記載する場合にあっても、運営規程の「従業者の員数」に変更があったとするのは、

１年のうち一定の時期を比較して変更している場合とし、その変更の届出は１年のうちの一定

の時期（どの時期がいいかは各指定権者の判断事項）に行うことで足りるものとすること。（例

えば、毎年３月に変更の届出を行わせる場合には、介護サービス事業者は、前年の３月と比較し

て変更している事項について届出を行うこととなる。） 



 

なお、この取扱いは、従業者の日々の変動などを想定しているものであって、運営規程に変更

があったとしても届出をしなくてもよいということを示しているものではないことに留意され

たい。 

 

（２）変更届に添付を求める書類の標準化 

   変更届に添付を求める標準添付書類について、別途お示しする。 

 

（３）変更届の提出が遅延した場合の遅延理由書について 

   事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、介護サービ

ス事業者は 10 日以内にその旨を指定権者に届け出なければならないと介護保険法で定められ

ており、介護サービス事業者は変更届の提出期限を遵守しなければならないが、やむを得ない

事情により遅延した場合などにおいては、指定権者は遅延理由書の提出までは求めないなど、

介護サービス事業者に過度な負担をかけることのないよう留意すること。 

 

２．更新申請時に求める文書の簡素化 

介護保険法施行規則において、介護サービス事業者が更新申請にあたり提出が必要な事項の

うち、既に指定権者に提出していて変更がない場合、指定権者は「申請書の記載又は書類の提出

を省略させることができる」としている事項について、特段の事情がない限り、省略させること

とする。 

なお、変更がないために提出を省略する書類であることを確認するためのチェックリストの

様式例を別途お示しする予定であるので、必要に応じて活用されたい。 

 

３．複数の指定を受ける事業所に関する簡素化 

（１）介護サービスと介護予防サービスの指定を受ける場合の取扱いについて 

   例えば、介護予防訪問看護の指定を受けようとしている事業所が、訪問看護の指定を受けて

いる場合においては、既に都道府県知事に提出している事項について変更がないときは、それ

らの事項にかかわる申請書又は書類の提出を省略させることができることが介護保険法施行規

則において規定されている。指定権者は、これらの場合における「申請書の記載又は書類の提出

を省略させることができる」としている事項については、特段の事情がない限り、省略させるこ

ととする。 

 

（２）指定の有効期間の定めに関する弾力的な運用について 

   介護保険法の規定により、指定サービス事業者等の指定等は、６年ごとにそれらの更新を受

けなければ、その期間の経過によって効力を失うとされているが、これらは、指定等の有効期間

を規定するものであり、指定等の更新を６年未満で行うことを妨げるものではない。 

   したがって、同一事業所で複数のサービスの指定等を受けており、それぞれの指定等の有効

期限が異なっている場合に、それらの指定等の有効期間をあわせて更新することは可能である

ので、必要に応じて対応願いたい。 



 

なお、上記は、指定の更新を６年未満で行うことが可能であることを示したものであり、指定

の有効期間を６年未満に短縮できるとしたものではない。 

 

４．「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」様式例について 

   自治体及び事業者から寄せられた意見等を踏まえ、様式例及び事業所独自のシフト表等によ

り代替する場合の必要項目について、別途お示しする。 

 

５．実地指導等について 

（１）介護保険施設等に対する実地指導の標準化・効率化等の運用指針を踏まえた実地指導マニュ

アルの改訂を行い、更なる標準化・効率化に資する取り組みを推進するとともに、指導形態を見

直し、事業所の運営状況により実施頻度についてメリハリをつけることとし、別途、関係通知等

を改正する。 

 

（２）老人福祉施設の監査の頻度(原則、毎年１回）については、社会福祉法人監査の頻度と整合性

を図り、適正な施設運営が確保されている場合には、原則として３年に１回とし、別途、関係通

知等を改正する。 

 

第二 今後の取組 

１．様式例の整備 

（１）総合事業の様式例の整備 

   専門委員会での検討を踏まえ、従前相当サービス及びサービスＡの指定申請・変更届の様式

例を作成し、お示しする予定。 

（２）加算の添付書類等 

   専門委員会での検討を踏まえ、各種加算について整理し、標準添付書類等をお示しする予定。 

 

２．ガイドライン等、効果的な周知の方法 

指定申請や報酬請求に関する指定権者の実務の標準化に向け、専門委員会で検討した対応方  

針等は当面、通知等によりお示しする。 

ウェブ入力・電子申請の実現後、指定権者及び事業者からの意見を踏まえながら、更なる簡素

化・標準化の検討を行い、その結果を指定申請・報酬請求に関する運用指針（ガイドライン）と

してとりまとめる予定。 

 

３．ウェブ入力・電子申請（データの共有化） 

   専門委員会の方針を踏まえ、介護サービス情報公表システムを活用した指定申請等に関する

ウェブ入力・電子申請について検討を進めており、当該システムの改修を令和３年度中に行い、

令和４年度当初から運用することを予定している。進捗状況や今後の運用方法等については逐

次、お知らせする。 

以上 



社会保障審議会介護保険部会 

介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会 

中間取りまとめ 

 

令和元年 12月４日 

 

１．検討の背景・経緯 

○ 少子高齢化が進展し、介護分野の人的制約が強まる中、専門人材が利用者のケアに

集中し、ケアの質を確保するために、介護現場の業務効率化は急務であり、その一

つとして文書に係る負担軽減が求められている。同時に、自治体においても、限ら

れた人員の中で指定権者や保険者としての役割を適切に果たすためには、職員の負

担軽減が重要である。 

○ こうした状況を踏まえ、介護分野の文書に係る負担軽減の実現に向け、国、指定権

者・保険者及び介護サービス事業者が協働して、必要な検討を行うことを目的とし

て、社会保障審議会介護保険部会に本専門委員会を設置し、本年８月に議論を開始

した。 

○ 本専門委員会では、主に以下の検討事項について、事業者団体からのヒアリングを

含めて計５回にわたり議論を行った。 

  介護分野において、国、指定権者・保険者及び介護サービス事業者の間でやり

取りされている文書に関する負担軽減を主な検討対象とする。 

（１）これまでに取組が進められている以下の分野について、必要に応じ更なる共

通化・簡素化の方策を検討する。（様式例の見直し、添付文書の標準例作成） 

  ① 指定申請関連文書（人員・設備基準に該当することを確認する文書等） 

  ② 報酬請求関連文書（加算取得の要件に該当することを確認する文書等） 

  ③ 指導監査関連文書（指導監査にあたり提出を求められる文書等） 

（２）（１）に掲げる分野以外を含めて、地域によって取扱に顕著な差異があり、事

業者及び指定権者・保険者の業務負担への影響が一定程度見込まれる分野につ

いて、共通化・簡素化の方策を検討する。（例：自治体によって解釈が分かれる

ことが多い案件の整理） 

（注）介護報酬の要件等に関連する事項については、介護給付費分科会にて検討。 

○ 今般、一定の方向性が得られた点について早期に実現に向けて取組を推進する観点

から、これまでの検討内容について整理し取りまとめを行った。 

 

２．介護分野の文書に係る負担の現状・課題 

○ 本専門委員会での検討を通じ、介護保険制度の創設から約 20 年が経過する中での

制度改正等を経て、指定申請、報酬請求及び指導監査に関する制度及び手続が徐々

に複雑化してきたことを背景に、事業所と自治体の双方で文書負担が増しているこ

とが指摘された。具体的には、介護予防サービス、地域密着型サービス及び介護予

別添 



 

 

防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の創設に伴い、サービス類

型が増加し、従来は一件の申請であったサービス事業所が複数の申請及び提出先に

分かれたことや、介護職員処遇改善加算のような新たな加算が創設されたことなど

が挙げられた。 

○ また、事業者からは、自治体による様式や解釈の差異などの、いわゆるローカルル

ールへの対応に負担感があるとの意見が多く示された。これに対し、自治体側から

は、解釈の余地がある部分についてどこまで文書を求めるべきか苦慮してきた経緯

や、事業者の利便性のために国の様式例を改変して使用している場合も多く、また、

過去の不正やトラブルの事例を踏まえて厳格化してきた経緯がある等の現状が示さ

れた。 

○ さらに、ウェブ入力や電子申請等のＩＣＴの活用について、抜本的な活用策の検討

が必要であるとの意見が示された。ＩＣＴ化については、重複項目や二度手間を無

くしていく簡素化の観点や、文書の保管にかかる負担軽減に資するペーパーレス化

の観点から、積極的に推進すべきとの意見が多く見られた一方で、小規模事業者を

中心にＩＣＴへの対応が困難な事業所がある点に留意すべきとの意見も示された。

また、既存システムの活用可能性についての意見も示された。 

 

３．介護分野の文書に係る負担軽減策の方向性 

（１）検討にあたっての視点 

  ○ 本専門委員会において、指定申請、報酬請求及び指導監査等の分野別に意見聴取

を行ったが、集約の結果、分野横断的に共通する項目が多いことが分かった。これ

を踏まえ、以下の 3 つの観点を念頭に置きつつ、分野横断的に負担軽減策の検討

や取組を進めていくこととした。 

① 個々の申請様式・添付書類や手続に関する簡素化 

② 自治体毎のローカルルールの解消による標準化 

③ 共通してさらなる効率化に繋がる可能性のあるＩＣＴ等の活用 

  ○ また、負担軽減策については、全ての取組を並列ではなく、短期的に取り組むべ

き項目と、その進捗を踏まえつつ取り組むべき項目があることに留意が必要であ

る。ただし、特にＩＣＴ等の活用に関しては、簡素化や標準化がその前提である一

方で、ＩＣＴ化を通じて簡素化・標準化が促進される側面もあることを念頭に、ス

ピード感を持って具体化を進めることが有効である。 

  ○ さらに、例えば小規模事業者への支援など、簡素化・標準化・ＩＣＴ等の活用の

取組を現場に徹底していくための方策も併せて検討を行うことが必要である。 

 

 

 

 

 



 

 

（２）簡素化 

（２－１）令和元年度内目途の取組 

① 提出時のルールによる手間の簡素化：押印 ＜指定申請・報酬請求＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、 

・ 押印を求められることにより紙面でのやり取りにならざるを得ない場合
がある 

・ 実印の押印でなくても良い書類は別の形での本人確認を検討すべき 

等の意見が示された。 

○ 指定申請及び報酬請求に関する文書のうち、法令で押印を求めているものは
ないが、複数の自治体の様式を確認したところ、 

・ 国が示す様式例で「印」と記載のある箇所についての押印を求めている自
治体が多いほか、 

・ 一部の自治体では、申請書の付表・添付書類への押印を求めていることが
確認された。 

○ また、複数の自治体に対しヒアリングを行ったところ、申請の単位毎（申請書
の 1枚目）の押印は、原本性を確保するとともに、法人の意思として申請され

たものであることを担保する役割があるため、これを省略すると別の方法に

よる本人確認手続（例：代表者が写真付身分証を持参）が必要となり、今より

も事務が煩雑になる可能性があるとの懸念が示された。 

 

【対応の方向性】 

○ 指定申請及び報酬請求に関する文書の押印の考え方につき、以下のとおり広
く周知を図る。 

(ア) 法律に基づき、申請者が介護報酬等の支払いを受けることを認めるにあ
たり前提となる事項に関する申請について、押印を求める。具体的には、

原則として以下の文書のみを対象とし、正本１部に限る。 

 指定（更新）申請書 

 誓約書（申請者が法に定める全ての欠格要件に該当しないことを誓約

する文書） 

 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

(イ) 付表や添付書類への押印は原則不要とする。 

(ウ) 押印した文書をＰＤＦ化し、電子メール等により送付することも可とす
る。 

○ なお、オンラインでの電子署名その他の本人確認手続の可能性については、今
後のＩＣＴ等の活用と併せて検討する必要がある。 

○ また、上記、指定申請及び報酬請求に関し事業所が自治体に提出する文書以外
に、事業所内で作成・保管が求められる文書等への押印の要否についても、必



 

 

要に応じ見直しを行う必要がある。 

 

② 提出時のルールによる手間の簡素化：原本証明 ＜指定申請・報酬請求＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、管理者や従業者の資格証等の写しの原本証明を求め
られる場合があるが、その必要性は低いのではないか、との意見が示された。 

○ 平成 30年度に行った自治体へのアンケート結果によると、回答自治体のうち

75.7％は、報酬請求に関する文書のうち、原本証明を求めているものはないと

の回答であった。 

 

【対応の方向性】 

○ 多くの自治体では原本証明を求めていない実態を踏まえると、原本証明がな
くとも事務に支障はないと考えられることから、原則として添付書類への原

本証明は求めないこととし、その旨周知する。 

 

③ 提出時のルールによる手間の簡素化：提出方法（持参・郵送等） ＜指定申請・

報酬請求＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、文書の提出方法について、事業者からは、管理者本人
が自治体の窓口へ持参することを求められることが負担であるとの意見があ

った。一方で、自治体からは、過去の不正やトラブルを背景に、申請の入り口

段階で対面にて指導を行うことによるメリットもあるという意見が聞かれた。 

○ 文書の提出方法について、47 都道府県にアンケートを行ったところ、事業者

が方法を選択可能と回答した割合は、新規の指定申請で 55.3％、変更届で

66.0％、更新申請で 59.6％であった。選択できる提出方法は、窓口への来訪

又は郵送のいずれかとする自治体が多く、押印不要の文書は電子メールでの

提出を認めている自治体もあった。なお、複数の自治体にヒアリングしたとこ

ろによれば、新規の指定申請の場合、多くの事業者は、申請前に窓口に来訪し、

対面での相談が行われているという実態も認められた。 

○ また、窓口への来訪を求めている自治体の理由（考え方）については、「修正
等に関するやり取りがスムーズであるため」という回答が最も多く、「対面で

の指導の場と位置づけているため」、「事業者側からの希望が多いため」、「収入

証紙の取り扱いがあるため」などの回答が見られた。 

○ さらに、令和元年度老人保健健康増進等事業「介護保険制度に関する文書の削
減に向けた調査研究事業」（株式会社三菱総合研究所）による９自治体に対す

るヒアリングでは以下のとおりの結果であった。 

・ 7自治体は郵送での提出を認めているが、新規指定の初回は持参必須であ

るのが 3自治体、新たに施設を建てて（あるいは借りて）指定申請をする



 

 

場合は持参必須であるのが 1 自治体、申請前に現地確認や事前協議を求

めているのが 2自治体であり、無条件での郵送を受け付けているのは 1自

治体のみ。 

・ 3自治体は電子メールでの提出を認めているが、押印の必要がない書類に

限っていた。 

・ 勤務表や運営規程については再提出を求めることが多い。 

 

【対応の方向性】 

○ 以下の取扱いについて、周知を図る。 

(ア) 新規指定申請については、事前説明や面談の機会等を含めて一度は対面
の機会を設けることを基本としつつ、すでに複数事業所を運営している事

業者の場合については更なる対面を必須としない等、場合分けを行った上

で対応する。その際、事前説明や面談を経ているにも関わらず再度持参を

求めたり、誤記や添付漏れ等の提出後の補正による再提出にも持参を求め

たりといった複数回の持参の手間が発生しないよう留意する。 

(イ) 更新申請については、原則、郵送・電子メール等による提出とする。ただ
し、指定有効期間中に事業所運営に問題があった場合等、予め定める条件

に該当した場合には、例外的に対面での提出を求める。 

(ウ) 変更届については、原則、郵送・電子メール等による提出とする。 

(エ) ただし、いずれの場合も、持参を希望する事業者については、持参できる
こととする。 

 

④ 様式・添付書類そのものの簡素化：勤務表の様式 ＜指定申請・報酬請求＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、指定申請・報酬請求に共通して、人員配置に関する文
書に係る負担が大きいという意見が多く挙げられた。 

○ 特に「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」については、 

・ 自治体の独自様式で作成を求められる場合があることから、全国共通の
様式を整備すべき 

・ 事業所が使用している独自の勤務表で代替できるようにすべき 

という意見が見られた。一方で、 

・ 事業所の独自様式では常勤換算等がきちんと読み取れるものになってい
ない場合があり、自治体としては配置状況を確認できる書類を出し直し

てもらうことになるおそれもある 

との意見もあった。 

○ 8自治体における勤務表（新規指定・通所介護）の様式の相違点に関する調査

の結果、8自治体全てが、国が示す参考様式に何らかの改変を加えた様式を使

用していた。 



 

 

改変の内容は多岐にわたるが、 

・ 人員配置基準の確認を行う上で有用と思われる項目（例：資格、常勤職員
の勤務すべき時間数、サービス提供単位に関する情報等）の追加や、 

・ 事業者が記入・入力をしやすいよう備考欄の記載を充実する等の工夫が
多く見られた。 

○ また、複数の自治体に対しヒアリングを行ったところ、兼務等を含めた人員配
置状況の確認は複雑であり、様式に全てを反映した場合、かえって負担感が増

える事業所や自治体もあり得ることに留意が必要との意見があった。 

 

【対応の方向性】 

○ 厚生労働省の示す参考様式につき、自治体の意見を確認する機会を設けなが
ら、改訂を行う。 

 

⑤ 様式・添付書類そのものの簡素化：人員配置に関する添付資料 ＜指定申請・報

酬請求＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、前述の勤務表の様式と関連し、人員配置に関して求め
られる添付資料についても、労働契約書や辞令書の写しの提出は不要ではな

いかとの意見があった。 

○ 47 都道府県へのアンケート結果によると、最も添付を求めている自治体が多

かった文書は勤務者の資格証で、回答のあった全ての自治体で提出を求めて

いた。その他、雇用契約書、組織体制図、就業規則、経歴書、給与規程等とい

った提出文書も複数自治体で求められているが、いずれも過半数を超えるも

のではなかった。資格証を求める対象については、自治体によっては人員配置

基準に直接関連しない職種についても求めている場合が見られた。 

 

【対応の方向性】 

○ 人員配置を確認するために添付を求める資料については、自治体による差異
があり負担感に繋がっていることから、求めるべき添付資料の範囲を明確化

し、周知を行う。具体的には、添付資料は人員配置基準に該当する資格に関す

る資格証の写しを求めることとし、雇用契約書等その他の人員に関連する添

付資料は求めないものとする。さらに、資格証の写しについても、自治体にお

いて代替の確認方法がある場合には、求めないこととする。 

 

⑥ 様式・添付書類そのものの簡素化：施設・設備・備品等の写真 ＜指定申請＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、参考様式に定める平面図や設備・備品等の一覧表に加
え、施設や設備・備品の写真について提出を求めている自治体があり、さらに



 

 

指定基準に直接関連しない備品等の写真まで求めている場合があるとの意見

があった。 

 

【対応の方向性】 

○ 写真の提出を求める場合は、自治体が指定にあたって現地を訪問できない場
合に限って提出を求めることとし、その旨周知する。 

 

⑦ 様式・添付書類そのものの簡素化：処遇改善加算/特定処遇改善加算 ＜報酬請

求＞ 

【現状】 

○ 介護職員処遇改善加算（以下「処遇改善加算」という。）については、確実な
処遇改善を担保するため、計画書及び実績報告の提出を求めており、本年 10

月から開始した特定処遇改善加算（以下「特定加算」という。）についても同

様の取扱いとしている。また、計画書の提出に応じその内容を確認するため添

付書類の提出も自治体の状況に応じ求めている。 

○ これに関連し、本専門委員会においては、 

・ 指定権者毎に求められる計画書等の様式に差異があること 

・ 個人情報の取扱に懸念のある書類を求められる場合があること 

等に関する指摘があり、都道府県に対する調査結果をみても、 

・ 半数程度の都道府県で国の様式を変更し用いている 

・ 自治体により求められる提出が異なっている 

等の状況がみられたところ。 

 

【対応の方向性】 

○ このような状況を踏まえ、来年度より実施予定の処遇改善加算及び特定加算
に関する計画書等を一本化する。その際、確実な処遇改善を担保するという

加算の趣旨は踏まえた上で、 

・ ２年目以降の申請手続や複数の事業所を有する介護サービス事業所等が

申請する場合等への配慮を含め、関係者の意見を踏まえ、国様式を見直す

こと 

・ 国様式を指定権者が使用することが望ましいことを周知すること 

・ 添付書類として求める書類の範囲を明確化すること 

とする。 

○ なお、中長期的には、複数の事業所を有する介護サービス事業所等に対する

申請窓口の配慮の方策に関し指摘があったことも踏まえた対応など更なる簡

素化を検討すべきである。 

 

 



 

 

⑧ 実地指導に際し提出する文書の簡素化 ＜指導監査＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、実地指導における提出文書について、事前提出資料と
当日確認資料が重複しており効率化すべきとの意見や、指定申請や変更届で

提出済みの書類は再提出しなくて良いようにしてほしい等の意見が聞かれた。 

 

【対応の方向性】 

○ 以下の点について、実地指導の標準化・効率化指針（後述）の見直しのタイミ
ングに合わせて周知を行う。 

(ア) 事業所に対し資料（文書等）の提出を求める場合の内容の重複防止 

(イ) 実地指導時の既提出文書の再提出不要の徹底 

 

（２－２）１～２年以内の取組 

  以下①～⑤につき、令和２年度中に見直しの方向性の検討を行い、結論を得る。そ

の上で、各取組の結論に応じて速やかに必要な対応を行う。 

 

① 変更届の頻度等の取り扱い ＜指定申請・報酬請求＞ 

人員交代に伴う頻繁な変更届の提出や、類似の文書の重複提出が生じていて負担

であるとの指摘があり、重複や二度手間を無くすことを念頭に、省令に定める変更

時に届出が必要な提出項目について精査するとともに、必要に応じ、変更届の様式

例や添付書類の範囲を整理する方向での見直しを検討する。 

 

② 更新申請時に求める文書の簡素化 ＜指定申請＞ 

指定の更新申請にあたって、変更届を提出済の内容についても文書を求められ負

担であるとの指摘や、新規指定申請と同様の一式を提出する場合と簡素化している

場合等、自治体による差異があるとの指摘があり、更新申請時に求める文書及び手

続の流れについて実態を把握の上、簡素化している自治体に合わせる方向での見直

しを検討する。 

 

③ 併設事業所や複数指定を受ける事業所に関する簡素化 ＜指定申請・報酬請求＞ 

併設事業所や、予防サービスや総合事業等複数指定を受ける事業所に関し、文書

や手続の重複が指摘されている。例えば以下のような対応につき、検討を進める。 

・ 同一の事業所で実施している介護サービス/予防サービスで類似の書類一本

化 

・ 介護サービス事業所の指定を受けている事業所の総合事業の指定申請に関
し簡素化 

・ 介護サービスと予防サービスで指定開始日が異なる場合、更新日を近い方に
合わせ集約し、更新申請が 6年に 1度で済むようにする 



 

 

④ 介護医療院への移行にかかる文書の簡素化 ＜指定申請＞ 

介護医療院への移行に関し、転換での申請の場合に新規申請と同様の文書が求め

られるとの指摘がある。特に介護療養型医療施設と介護医療院では同じ基準を設け

ている事項もある。この点、介護療養型医療施設から介護医療院への転換での開設

許可申請にあたり、介護療養型医療施設の指定の更新を受けた時点から変更がない

事項等に係る資料については提出不要とすることにつき検討し、必要な対応を行う。 

 

⑤ 指導監査の時期の取り扱い ＜指導監査＞ 

実地指導の頻度については多くした方が適正運営につながるとの意見と、過去の

実績に応じて実地指導の間隔を延ばすことも可能との意見と、両方の意見がある。

また、併設事業所について実地指導を同一日にして欲しいとの要望がある。これら

を踏まえ、適切な事業所運営を担保することを前提に、実地指導の実施頻度等につ

いて、さらなる効率化が図られるよう検討を行う。 

 

（３）標準化 

（３－１）令和元年度内目途の取組 

① H30省令改正・様式例改訂の周知徹底による標準化 ＜指定申請・報酬請求＞ 

【現状】 

○ 「介護保険法施行規則等の一部を改正する省令」（平成 30 年厚生労働省令第

80号、平成 30年 10月 1日施行）にて、事業者が指定申請にあたり提出する

文書のうち、「申請者又は開設者の定款、寄附行為等」、「事業所の管理者の経

歴」、「役員の氏名、生年月日及び住所」、「当該申請に係る事業に係る資産の状

況」を不要とするよう省令改正が行われた。また、同省令改正を踏まえ、指定

申請に関する様式例の改訂・周知が行われた（平成 30 年 9 月 28 日付事務連

絡）。 

○ 都道府県へのアンケート結果によると、省令改正については 87.2％、様式の

改訂については 76.6％が、これらに基づく対応を完了している。 

 

【対応の方向性】 

○ 省令改正及び様式の改訂について、未対応の都道府県だけでなく、市町村も含
めて徹底されるよう、改めて強力に周知を図る。 

○ 省令改正により削除された項目の一部は、老人福祉法施行規則に基づいて引
き続き提出を求められる場合がある。この点について、介護保険法施行規則と

の整合性を念頭に、老人福祉法施行規則の改正を行う。併せて、有料老人ホー

ムについては、設置の届出やその変更に際して提出を求められる事項につき、

法律上に規定されている事項もあることから、老人福祉法の規定の見直しも

含めて検討する。 

 



 

 

② 実地指導の「標準化・効率化指針」の周知徹底による標準化 ＜指導監査＞ 

【現状】 

○ 実地指導の標準化・効率化については、令和元年 5月 29日に「介護保険施設

等に対する実地指導の標準化・効率化等の運用指針」（老指発 0529第 1号、厚

生労働省老健局総務課介護保険指導室長通知。以下「標準化・効率化指針」と

いう。）が発出されている。 

○ 本専門委員会において、今後、標準化・効率化指針の内容に即した実地指導を
徹底すべきとの意見が聞かれた。 

 

【対応の方向性】 

○ 標準化・効率化指針に基づく実地指導を一層推進するよう、国主催の自治体向
け研修において、指導担当者がその意義を理解し実践につながるようなプロ

グラムを実施する等により、周知を行う。 

 

（３－２）１～２年以内の取組 

  以下①及び②につき、令和２年度中に見直しの方向性の検討を行い、結論を得る。

その上で、各取組の結論に応じて速やかに必要な対応を行う。 

 

① 様式例の整備（総合事業、加算の添付書類等） ＜指定申請・報酬請求＞ 

総合事業は様式例が存在しない状況であり、国が様式例を示すべきとの指摘や、

各種加算の要件を確認する文書について添付すべき書類が定められていないため

に差異が生じている場合があるといった指摘がある。今後、作成すべき様式例の範

囲及び優先順位を検討し、必要な対応を行う。 

 

② ガイドライン、ハンドブック等、効果的な周知の方法 ＜指定申請・報酬請求＞ 

指定申請や報酬請求に関し、不明確なルールや解釈の幅を少なくするため、ガイ

ドラインやハンドブックがあると良いとの意見があったが、今後、様式例以外にも

標準化のために有効な方法がないか検討し、必要な対応を行う。 

 

（４）ＩＣＴ等の活用 

 （４－１）令和元年度内目途の取組 

① 申請様式の HPにおけるダウンロード ＜指定申請・報酬請求＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会においてウェブ入力や電子申請等のＩＣＴの活用について意見
が示された。ただし、ＩＣＴ化は一定の時間を要するため、少なくとも様式や

記入例をホームページでダウンロードできるようにする取組は早期に進めら

れるのではないかといった意見が示された。 

 



 

 

【対応の方向性】 

○ 現在、厚生労働省ホームページに掲載している様式例及び参考様式について、
改めて掲載につき周知を行う。 

○ また、各指定権者においても、Excel等の編集可能なファイル形式にて、外部

から分かりやすい形でホームページに申請様式を掲載するとともに、国の様

式例と異なる様式を用いている場合にはその旨記載するよう、周知を行う。 

 

② 実地指導のペーパーレス化・画面上での文書確認 ＜指導監査＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、実地指導に関し、介護記録ソフト等を活用している場
合、ＰＣの画面上での書類の確認をできるようにすべき等の意見が見られた。 

 

【対応の方向性】 

○ ＩＣＴを活用し関係書類を管理している事業所に対する実地指導においては、
事業所のＰＣ画面上で書類を確認するなど、事業者に配慮した実地指導の方

法について、自治体において検討するよう依頼する。 

 

 （４－２）３年以内の取組 

  以下①及び②につき、令和２年度中に見直しの方向性の検討を行い、結論を得る。

その上で、各取組の結論に応じて速やかに必要な対応を行う。なお、以下の対応を待

たずに前倒しで実現可能な取組があれば、順次取り組んでいく。 

 

① ウェブ入力・電子申請 ＜指定申請・報酬請求＞ 

ウェブ入力や電子申請を推進すべきとの意見があるが、（２）の簡素化及び（３）

の標準化が、ウェブ入力・電子申請等のさらなるＩＣＴ等の活用の前提となること

から、その実現のための諸課題（例：自治体において様式等を定める規則や要綱の

改正、自治体のシステム改修等の影響等）を整理し、検討を進める。具体的には、

既存の「介護サービス情報公表システム」を活用した、指定申請及び報酬請求に関

する届出等の入力項目の標準化とウェブ入力の実現について、その実現可能性、技

術的課題及び費用対効果等に関し、「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システ

ム」の機能も参考にしながら、来年度中に検討し、方針を得る。さらに、各都道府

県の所有する事業所情報の管理を行うシステムとの連携可能性についても、併せて

検討を行う。 

 

② データの共有化・文書保管の電子化 ＜指定申請・報酬請求・指導監査＞ 

自治体と事業者との間でやり取りする文書に関し、ルールと様式を統一し、ウェ

ブ化により各自治体で共有できる仕組みとすべきとの意見や、文書保管について管

理の煩雑さや保管場所の観点で負担であるとの指摘がある。この点についても、今



 

 

後、ウェブ入力・電子申請の検討と併せて、検討する。 

 

（５）取組を徹底するための方策 

○ 上記の簡素化、標準化及びＩＣＴ等の活用について、厚生労働省が必要な対応を行

った場合にも、その内容が全国的に徹底されなければ、現場の負担軽減に繋がらな

いばかりか、逆にローカルルールが増えて負担増になるおそれがある。そのため、

関係者協力の下での各取組の周知徹底、国及び都道府県から市区町村への支援、ま

た、小規模事業者等を支援する方策を、併せて行うことが求められる。 

○ 特に、本専門委員会において、小規模事業者を中心にＩＣＴへの対応が困難な事業

所がある点に留意すべきとの意見があったことを踏まえ、事業所におけるＩＣＴ

の導入支援を併せて推進することが、ＩＣＴ化を通じた簡素化、標準化のためにも

重要である。 

○ 事業所のＩＣＴ化にあたっては、今後検討されるウェブ入力や電子申請の取組とケ

ア記録等のＩＣＴ化が両輪で進むことにより、例えばケア記録作成業務と報酬請

求業務を一気通貫で行うことがさらに促進される等、ＩＣＴ化を通じたさらなる

効率化が期待できる。 

○ さらには、保険者機能強化推進交付金の活用等、自治体における各取組の推進を図

るための仕組みを検討する。 

 

４．今後の進め方 

○ 上述のとおり、介護分野の文書負担軽減に関しては、今年度内に対応可能なものと

来年度に継続して方針を検討する必要があるものを含めて、多岐にわたる取組が挙

げられた。また、取組を全国で徹底するという観点も含めて、継続的な改善が必要

と言える。 

○ 今般、計５回の専門委員会を通じ、文書負担の現状と課題を整理するとともに、短

期的な取組を中心に負担軽減策の方向性につき具体化を行ったが、さらに検討を深

めるべき項目があり、また、取組のフォローアップも必要である。これを踏まえ、取

組及び検討状況のモニタリングを行うため、引き続き、こうした事業者と自治体が

協働で負担軽減について検討する場である本専門委員会を随時又は定期に開催する

ことが有益である。 

○ さらに、本専門委員会においては、国、指定権者・保険者及び介護サービス事業者

の間でやり取りされている文書、特に指定申請・報酬請求・指導監査に関する文書

に係る負担軽減を主な検討対象としてきたが、議論の中では、これら以外の行政に

提出する文書についても簡素化や標準化を求める意見があった（例：事故報告の標

準化による情報蓄積と有効活用等）ほか、現場の感覚として、ケア記録等の事業所

が作成・保管する文書が介護職員の大きな負担となっていることが提起された点に

も、留意が必要である。 
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